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町田市市税条例等の一部を改正する条例 

（町田市市税条例の一部改正） 

第１条 町田市市税条例（昭和３６年１２月町田市条例第２３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第６条の２第１項中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

第４４条中「又は第１２号の固定資産」を「若しくは第１２号の固定資産又は同

項第１６号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医療関係者の

養成所において直接教育の用に供するものに限る。）」に、「独立行政法人労働者健康

福祉機構」を「独立行政法人労働者健康安全機構」に改める。 

第１３１条第２項中「第２３項、第２４項」を「第２２項から第２４項まで」に、

「又は第３０項から第３３項まで」を「から第３１項まで、第３３項又は第３４項」

に改める。 

附則第８条の２第４項中「第１５条第２項第６号」を「第１５条第２項第７号」

に改め、同条中第８項を第１３項とし、第７項を第１２項とし、第６項を第１１項

とし、第５項の次に次の５項を加える。 

６ 法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備について同号に規定する市の

条例で定める割合は、３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備について同号に規定する市の

条例で定める割合は、３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備について同号に規定する市の

条例で定める割合は、２分の１とする。 

９ 法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備について同号に規定する市の

条例で定める割合は、２分の１とする。 

１０ 法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備について同号に規定する市

の条例で定める割合は、２分の１とする。 

附則第８条の３第９項第５号中「費用」の次に「及び令附則第１２条第３６項に
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規定する補助金等」を加える。 

附則第１７条第１項から第６項まで、第８項及び第９項中「第２０項」を「第１

９項」に改め、同条第１２項中「若しくは第４２項」を「、第４２項若しくは第４

５項」に、「第３０項から第３３項まで」を「第３４項」に改める。 

（町田市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 町田市市税条例の一部を改正する条例（平成２７年１０月町田市条例第４０

号）の一部を次のように改正する。 

附則第４条第３項の表第８４条第１項の項中「第３４号の２様式」を「施行規則

第３４号の２様式」に改め、「第１条」を削り、同表第８４条第２項の項中「第３４

号の２の２様式」を「施行規則第３４号の２の２様式」に改め、同表第８４条第３

項の項中「第３４号の２の６様式」を「施行規則第３４号の２の６様式」に改め、

同表第８４条第４項の項中「第３４号の２様式」を「施行規則第３４号の２様式」

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、

公布の日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の町田市市税条例

（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、平成２８年度以後

の年度分の固定資産税について適用し、平成２７年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第８条の２第６項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れる地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第  号）第１条の規

定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新法」という。）附

則第１５条第３３項第１号イに規定する設備に対して課する平成２９年度以後の年
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度分の固定資産税について適用する。 

３ 新条例附則第８条の２第７項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れる新法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

４ 新条例附則第８条の２第８項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れる新法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

５ 新条例附則第８条の２第９項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れる新法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

６ 新条例附則第８条の２第１０項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得

される新法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備に対して課する平成２９

年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

７ 新条例附則第８条の３第９項第５号の規定は、平成２８年４月１日以後に改修さ

れる新法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修住宅又は同条第１０項

に規定する区分所有に係る家屋に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資

産税について適用する。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第３条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成２８年度以後の年度分の都

市計画税について適用し、平成２７年度分までの都市計画税については、なお従前

の例による。 
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＿部分は改正部分 

町田市市税条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（災害等による期限の延長） （災害等による期限の延長） 

第６条の２ 市長は、広範囲にわたる災害その

他やむを得ない理由により、法又はこの条例

に定める申告、申請、請求その他書類の提出

（審査請求に関するものを除く。）又は納付

若しくは納入（以下本条中「申告等」という。）

に関する期限までにこれらの行為をすること

ができないと認める場合には、地域、期日そ

の他必要な事項を指定して当該期限を延長す

るものとする。 

第６条の２ 市長は、広範囲にわたる災害その

他やむを得ない理由により、法又はこの条例

に定める申告、申請、請求その他書類の提出

（不服申立てに関するものを除く。）又は納

付若しくは納入（以下本条中「申告等」とい

う。）に関する期限までにこれらの行為をす

ることができないと認める場合には、地域、

期日その他必要な事項を指定して当該期限を

延長するものとする。 

２～５ 略 ２～５ 略 

第４４条 法第３４８条第２項第９号、第９号

の２若しくは第１２号の固定資産又は同項第

１６号の固定資産（独立行政法人労働者健康

安全機構が設置する医療関係者の養成所にお

いて直接教育の用に供するものに限る。）に

ついて同項本文の規定の適用を受けようとす

る者は、土地については第１号及び第２号に、

家屋については第３号及び第４号に、償却資

産については第５号及び第６号に掲げる事項

を記載した申告書を、当該土地、家屋又は償

却資産が学校法人若しくは私立学校法（昭和

２４年法律第２７０号）第６４条第４項の法

人、公益社団法人若しくは公益財団法人、宗

教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置

するもの、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３１条の公的医療機関の開設者、令第

４９条の１０第１項に規定する医療法人、公

益社団法人若しくは公益財団法人、一般社団

法人（非営利型法人（法人税法第２条第９号

の２に規定する非営利型法人をいう。以下こ

の条において同じ。）に該当するものに限る。）

若しくは一般財団法人（非営利型法人に該当

するものに限る。）、社会福祉法人、独立行

政法人労働者健康安全機構、健康保険組合若

しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務

員共済組合若しくは国家公務員共済組合連合

会で、看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科

第４４条 法第３４８条第２項第９号、第９号

の２又は第１２号の固定資産について同項本

文の規定の適用を受けようとする者は、土地

については第１号及び第２号に、家屋につい

ては第３号及び第４号に、償却資産について

は第５号及び第６号に掲げる事項を記載した

申告書を、当該土地、家屋又は償却資産が学

校法人若しくは私立学校法（昭和２４年法律

第２７０号）第６４条第４項の法人、公益社

団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若し

くは社会福祉法人で幼稚園を設置するもの、

医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１

条の公的医療機関の開設者、令第４９条の１

０第１項に規定する医療法人、公益社団法人

若しくは公益財団法人、一般社団法人（非営

利型法人（法人税法第２条第９号の２に規定

する非営利型法人をいう。以下この条におい

て同じ。）に該当するものに限る。）若しく

は一般財団法人（非営利型法人に該当するも

のに限る。）、社会福祉法人、独立行政法人

労働者健康福祉機構、健康保険組合若しくは

健康保険組合連合会若しくは国家公務員共済

組合若しくは国家公務員共済組合連合会で、

看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工士、

助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは

作業療法士の養成所を設置するもの、公益社

団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置
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＿部分は改正部分 

町田市市税条例新旧対照表 

改正後 改正前 

技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士

若しくは作業療法士の養成所を設置するも

の、公益社団法人若しくは公益財団法人で図

書館を設置するもの、公益社団法人若しくは

公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法

（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項

の博物館を設置するもの又は公益社団法人若

しくは公益財団法人で学術の研究を目的とす

るもの（以下この条において「学校法人等」

という。）の所有に属しないものである場合

においては当該土地、家屋又は償却資産を当

該学校法人等に無料で使用させていることを

証明する書面を添付して、市長に提出しなけ

ればならない。 

するもの、公益社団法人若しくは公益財団法

人若しくは宗教法人で博物館法（昭和２６年

法律第２８５号）第２条第１項の博物館を設

置するもの又は公益社団法人若しくは公益財

団法人で学術の研究を目的とするもの（以下

この条において「学校法人等」という。）の

所有に属しないものである場合においては当

該土地、家屋又は償却資産を当該学校法人等

に無料で使用させていることを証明する書面

を添付して、市長に提出しなければならない。 

（１）～（６） 略 （１）～（６） 略 

（都市計画税の納税義務者等） （都市計画税の納税義務者等） 

第１３１条 略 第１３１条 略 

２ 前項の「価格」とは、当該土地又は家屋に

係る固定資産税の課税標準となるべき価格

（法第３４９条の３第１０項から第１２項ま

で、第２２項から第２４項まで、第２６項、

第２８項から第３１項まで、第３３項又は第

３４項の規定の適用を受ける土地又は家屋に

あっては、その価格にそれぞれ当該各項に定

める率を乗じて得た額）をいい、前項の「所

有者」とは、当該土地又は家屋に係る固定資

産税について法第３４３条において所有者又

は所有者とみなされる者をいう。 

２ 前項の「価格」とは、当該土地又は家屋に

係る固定資産税の課税標準となるべき価格

（法第３４９条の３第１０項から第１２項ま

で、第２３項、第２４項、第２６項、第２８

項又は第３０項から第３３項までの規定の適

用を受ける土地又は家屋にあっては、その価

格にそれぞれ当該各項に定める率を乗じて得

た額）をいい、前項の「所有者」とは、当該

土地又は家屋に係る固定資産税について法第

３４３条において所有者又は所有者とみなさ

れる者をいう。 

３・４ 略 ３・４ 略 

附 則 附 則 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定

める割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定

める割合） 

第８条の２ 略 第８条の２ 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 法附則第１５条第２項第７号に規定する市

の条例で定める割合は、４分の３とする。 

４ 法附則第１５条第２項第６号に規定する市

の条例で定める割合は、４分の３とする。 

５ 略 ５ 略 
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＿部分は改正部分 

町田市市税条例新旧対照表 

改正後 改正前 

６ 法附則第１５条第３３項第１号イに規定す

る設備について同号に規定する市の条例で定

める割合は、３分の２とする。 

 

７ 法附則第１５条第３３項第１号ロに規定す

る設備について同号に規定する市の条例で定

める割合は、３分の２とする。 

 

８ 法附則第１５条第３３項第２号イに規定す

る設備について同号に規定する市の条例で定

める割合は、２分の１とする。 

 

９ 法附則第１５条第３３項第２号ロに規定す

る設備について同号に規定する市の条例で定

める割合は、２分の１とする。 

 

１０ 法附則第１５条第３３項第２号ハに規定

する設備について同号に規定する市の条例で

定める割合は、２分の１とする。 

 

１１ 略 ６ 略 

１２ 略 ７ 略 

１３ 略 ８ 略 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規

定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規

定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第８条の３ 略 第８条の３ 略 

２～８ 略 ２～８ 略 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改

修住宅又は同条第１０項の熱損失防止改修専

有部分について、これらの規定の適用を受け

ようとする者は、同条第９項に規定する熱損

失防止改修工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行

規則附則第７条第９項各号に掲げる書類のう

ち市長が必要と認めるものを添付して市長に

提出しなければならない。 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改

修住宅又は同条第１０項の熱損失防止改修専

有部分について、これらの規定の適用を受け

ようとする者は、同条第９項に規定する熱損

失防止改修工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行

規則附則第７条第９項各号に掲げる書類のう

ち市長が必要と認めるものを添付して市長に

提出しなければならない。 

（１）～（４） 略 （１）～（４） 略 

（５） 熱損失防止改修工事に要した費用及

び令附則第１２条第３６項に規定する補助

金等 

（５） 熱損失防止改修工事に要した費用 

（６） 略 （６） 略 

１０ 略 １０ 略 
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＿部分は改正部分 

町田市市税条例新旧対照表 

改正後 改正前 

（宅地等に対して課する平成２７年度から平

成２９年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

（宅地等に対して課する平成２７年度から平

成２９年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

第１７条 宅地等に係る平成２７年度から平成

２９年度までの各年度分の都市計画税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税額が、当該宅地等の当該年度分の都市計画

税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が

当該年度分の都市計画税について法第７０２

条の３の規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下同じ。）に１００分の５を乗じて

得た額を加算した額（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３（

第１９項を除く。）又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地

等であるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額（以下

「宅地等調整都市計画税額」という。）を超

える場合には、当該宅地等調整都市計画税額

とする。 

第１７条 宅地等に係る平成２７年度から平成

２９年度までの各年度分の都市計画税の額

は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税額が、当該宅地等の当該年度分の都市計画

税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額

に、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が

当該年度分の都市計画税について法第７０２

条の３の規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下同じ。）に１００分の５を乗じて

得た額を加算した額（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第３４９条の３（

第２０項を除く。）又は法附則第１５条から

第１５条の３までの規定の適用を受ける宅地

等であるときは、当該額にこれらの規定に定

める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額（以下

「宅地等調整都市計画税額」という。）を超

える場合には、当該宅地等調整都市計画税額

とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る

平成２７年度から平成２９年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等

調整都市計画税額が、当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業

地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３（第１９項を除く。）又は法附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合における

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る

平成２７年度から平成２９年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等

調整都市計画税額が、当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

価格に１０分の６を乗じて得た額（当該商業

地等が当該年度分の固定資産税について法第

３４９条の３（第２０項を除く。）又は法附

則第１５条から第１５条の３までの規定の適

用を受ける商業地等であるときは、当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を

当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき額とした場合における

- 4 -



＿部分は改正部分 

町田市市税条例新旧対照表 

改正後 改正前 

都市計画税額を超える場合にあっては、前項

の規定にかかわらず、当該都市計画税額とす

る。 

都市計画税額を超える場合にあっては、前項

の規定にかかわらず、当該都市計画税額とす

る。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成２７年度から平成２９年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等

調整都市計画税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき価

格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３（第１９項を除く。）又は法附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける宅地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき額とした場合における都市計画

税額に満たない場合にあっては、第１項の規

定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る

平成２７年度から平成２９年度までの各年度

分の宅地等調整都市計画税額は、当該宅地等

調整都市計画税額が、当該宅地等に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき価

格に１０分の２を乗じて得た額（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３（第２０項を除く。）又は法附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける宅地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標

準となるべき額とした場合における都市計画

税額に満たない場合にあっては、第１項の規

定にかかわらず、当該都市計画税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．６以上０．７以下のものに係

る平成２７年度から平成２９年度までの各年

度分の都市計画税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標

準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３（第１９項を除

く。）又は法附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額（以下

「商業地等据置都市計画税額」という。）と

する。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．６以上０．７以下のものに係

る平成２７年度から平成２９年度までの各年

度分の都市計画税の額は、第１項の規定にか

かわらず、当該商業地等の当該年度分の都市

計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標

準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第３４９条の３（第２０項を除

く。）又は法附則第１５条から第１５条の３

までの規定の適用を受ける商業地等であると

きは、当該課税標準額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額（以下

「商業地等据置都市計画税額」という。）と

する。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．７を超えるものに係る平成２

７年度から平成２９年度までの各年度分の都

市計画税の額は、第１項の規定にかかわらず、

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の

負担水準が０．７を超えるものに係る平成２

７年度から平成２９年度までの各年度分の都

市計画税の額は、第１項の規定にかかわらず、
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＿部分は改正部分 

町田市市税条例新旧対照表 

改正後 改正前 

当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３（第１９

項を除く。）又は法附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける商業地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額（以下「商

業地等調整都市計画税額」という。）とする。 

当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格に１０分の７を乗

じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固

定資産税について法第３４９条の３（第２０

項を除く。）又は法附則第１５条から第１５

条の３までの規定の適用を受ける商業地等で

あるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額（以下「商

業地等調整都市計画税額」という。）とする。 

（農地に対して課する平成２７年度から平成

２９年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

（農地に対して課する平成２７年度から平成

２９年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

６ 農地に係る平成２７年度から平成２９年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該農

地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該

農地に係る当該年度分の都市計画税に係る前

年度分の都市計画税の課税標準額（当該農地

が当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３（第１９項を除く。）又は法附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける農地であるときは、当該課税標準額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）に、

当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる

負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる

負担調整率を乗じて得た額を当該農地に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額（以下

「農地調整都市計画税額」という。）を超え

る場合には、当該農地調整都市計画税額とす

る。 

６ 農地に係る平成２７年度から平成２９年度

までの各年度分の都市計画税の額は、当該農

地に係る当該年度分の都市計画税額が、当該

農地に係る当該年度分の都市計画税に係る前

年度分の都市計画税の課税標準額（当該農地

が当該年度分の固定資産税について法第３４

９条の３（第２０項を除く。）又は法附則第

１５条から第１５条の３までの規定の適用を

受ける農地であるときは、当該課税標準額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）に、

当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる

負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる

負担調整率を乗じて得た額を当該農地に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべ

き額とした場合における都市計画税額（以下

「農地調整都市計画税額」という。）を超え

る場合には、当該農地調整都市計画税額とす

る。 

略 
 

略 
 

（市街化区域農地に対して課する平成６年度

以降の各年度分の都市計画税の特例） 

（市街化区域農地に対して課する平成６年度

以降の各年度分の都市計画税の特例） 

７ 略 ７ 略 

８ 市街化区域農地に係る平成２７年度から平 ８ 市街化区域農地に係る平成２７年度から平
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＿部分は改正部分 

町田市市税条例新旧対照表 

改正後 改正前 

成２９年度までの各年度分の都市計画税の額

は、前項の規定により附則第１１条の２の規

定の例により算定した当該市街化区域農地に

係る当該年度分の都市計画税額が、当該市街

化区域農地の当該年度分の都市計画税に係る

前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該

市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格の３分の２の額

に１００分の５を乗じて得た額を加算した額

（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３（第１９項を

除く。）又は法附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける市街化区域農地

であるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地

に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき額とした場合における都市計画税額

（以下「市街化区域農地調整都市計画税額」

という。）を超える場合には、当該市街化区

域農地調整都市計画税額とする。 

成２９年度までの各年度分の都市計画税の額

は、前項の規定により附則第１１条の２の規

定の例により算定した当該市街化区域農地に

係る当該年度分の都市計画税額が、当該市街

化区域農地の当該年度分の都市計画税に係る

前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該

市街化区域農地に係る当該年度分の都市計画

税の課税標準となるべき価格の３分の２の額

に１００分の５を乗じて得た額を加算した額

（当該市街化区域農地が当該年度分の固定資

産税について法第３４９条の３（第２０項を

除く。）又は法附則第１５条から第１５条の

３までの規定の適用を受ける市街化区域農地

であるときは、当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該市街化区域農地

に係る当該年度分の都市計画税の課税標準と

なるべき額とした場合における都市計画税額

（以下「市街化区域農地調整都市計画税額」

という。）を超える場合には、当該市街化区

域農地調整都市計画税額とする。 

９ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地

に係る平成２７年度から平成２９年度までの

各年度分の市街化区域農地調整都市計画税額

は、当該市街化区域農地調整都市計画税額が、

当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格の３分の２

の額に１０分の２を乗じて得た額（当該市街

化区域農地が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３（第１９項を除く。）又

は法附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける市街化区域農地であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該市街化区域農地に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額に満たない

場合にあっては、前項の規定にかかわらず、

当該都市計画税額とする。 

９ 前項の規定の適用を受ける市街化区域農地

に係る平成２７年度から平成２９年度までの

各年度分の市街化区域農地調整都市計画税額

は、当該市街化区域農地調整都市計画税額が、

当該市街化区域農地に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格の３分の２

の額に１０分の２を乗じて得た額（当該市街

化区域農地が当該年度分の固定資産税につい

て法第３４９条の３（第２０項を除く。）又

は法附則第１５条から第１５条の３までの規

定の適用を受ける市街化区域農地であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額）を当該市街化区域農地に係る当該

年度分の都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額に満たない

場合にあっては、前項の規定にかかわらず、

当該都市計画税額とする。 

（宅地化農地に対して課する都市計画税の納 （宅地化農地に対して課する都市計画税の納
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＿部分は改正部分 

町田市市税条例新旧対照表 

改正後 改正前 

税義務の免除等） 税義務の免除等） 

１０・１１ 略 １０・１１ 略 

（読替規定） （読替規定） 

１２ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

７項から第２４項まで、第２６項、第２８項、

第３２項、第３６項、第３７項、第４２項若

しくは第４５項、第１５条の２第２項又は第

１５条の３の規定の適用がある各年度分の都

市計画税に限り、第１３１条第２項中「又は第

３４項」とあるのは「若しくは第３４項又は

法附則第１５条から第１５条の３まで」とす

る。 

１２ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

７項から第２４項まで、第２６項、第２８項、

第３２項、第３６項、第３７項若しくは第４

２項、第１５条の２第２項又は第１５条の３

の規定の適用がある各年度分の都市計画税に

限り、第１３１条第２項中「又は第３０項か

ら第３３項まで」とあるのは「若しくは第３

０項から第３３項まで又は法附則第１５条か

ら第１５条の３まで」とする。 

１３ 略 １３ 略 
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＿部分は改正部分 

町田市市税条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（市たばこ税に関する経過措置） （市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 略 第４条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前項の規定の適用がある場合における新条

例第８４条第１項から第４項までの規定の適

用については、次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 
第８４条

第１項 
施行規則第

３４号の２

様式 

地方税法施行規則の

一部を改正する省令

（平成２７年総務省

令第３８号）の規定

による改正前の地方

税法施行規則（以下

この節において「平

成２７年改正前の地

方税法施行規則」と

いう。）第４８号の

５様式 
第８４条

第２項 
施行規則第

３４号の２

の２様式 

平成２７年改正前の

地方税法施行規則第

４８号の６様式 
第８４条

第３項 
施行規則第

３４号の２

の６様式 

平成２７年改正前の

地方税法施行規則第

４８号の９様式 
第８４条

第４項 
施行規則第

３４号の２

様式又は第

３４号の２

の２様式 

平成２７年改正前の

地方税法施行規則第

４８号の５様式又は

第４８号の６様式 

 

３ 前項の規定の適用がある場合における新条

例第８４条第１項から第４項までの規定の適

用については、次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第８４条

第１項 
第３４号の

２様式 
地方税法施行規則の

一部を改正する省令

（平成２７年総務省

令第３８号）第１条

の規定による改正前

の地方税法施行規則

（以下この節におい

て「平成２７年改正

前の地方税法施行規

則」という。）第４

８号の５様式 
第８４条

第２項 
第３４号の

２の２様式 
平成２７年改正前の

地方税法施行規則第

４８号の６様式 
第８４条

第３項 
第３４号の

２の６様式 
平成２７年改正前の

地方税法施行規則第

４８号の９様式 
第８４条

第４項 
第３４号の

２様式又は

第３４号の

２の２様式 

 

平成２７年改正前の

地方税法施行規則第

４８号の５様式又は

第４８号の６様式 

 

４～１４ 略 ４～１４ 略 
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